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政策４ 自然と潤いがある安全快適なまちづくり 

 

施策４－１ 水道事業の推進 

 

（１）施策の目的 

   清浄でおいしく、豊富で安全な水を安定供給します。 

 

（２）現状と課題 

本市の水道事業は、真岡上水道事業、二宮上水道事業及び簡易水道事業の３つの事

業がありましたが、施設の効率的な維持管理と料金体系を含めた経営の一元化を推進

するため、平成２５年度末に真岡市水道事業に統合しました。 

上水道に対する需要は、人口減少や節水意識の向上などにより減少傾向にあります

が、今後、給水区域の拡大による供給量の増加が予想されるため、これに対応した供

給能力の整備拡充が必要です。 

また、上水道未普及地域については、地下水位の低下や地下水汚染などが心配され

ることから、計画的に整備する必要があります。さらに、老朽化している浄水、配水

施設についても、計画的な更新と耐震化が必要です。 

これらについて、長期的な視点に立った新水道ビジョンを策定し、豊富で安全な水

道水の安定供給と普及率向上を図ります。 

将来に対する水源の確保については、引き続き、県の鬼怒水道用水供給事業から給

水を受けながら、水道水の確保に努めます。 

また、財源の確保、維持経費の削減、建設コスト縮減などにより経営の効率化、健

全化を推進するとともに、中長期的な観点で水道施設の更新と資金確保を図るアセッ

トマネジメント（資産管理手法）の導入により、経営基盤を安定化する必要がありま

す。 

 

（３）施策の展開 

水道は、現在及び将来にわたり市民生活にとって、一日も欠くことのできない「水」

を供給する基本的な施設です。 

安定供給を確保するため、需要の動向を的確に把握し、計画的に施設の整備を図る

とともに、水道普及率の向上に努めます。 

ア 水道施設の整備及び維持管理 

・未普及地域の整備推進 

・老朽施設の更新及び耐震化 

イ 上水道の加入促進 
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ウ 経営の効率化と健全化の推進 

 ・民間委託拡大の検討 

     ・維持管理費の削減と建設コストの縮減 

     ・新水道ビジョンの策定 

     ・アセットマネジメント（資産管理手法）の導入 

   エ 節水運動の推進 

 

（４）施策の成果目標    

                           

指 標 名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

普 及 率 ８３．８％   ８６．２％  ２．４ 

有 収 率 ８７．７％   ９０．０％  ２．３ 

水道水に不満のあ

る市民の割合※ 
３７．２％   ３３．０％ △４．２ 

  ※市民意向調査結果による 

 

（５）計画期間における指標 

 

区 分 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

総 人 口 ８０，９４５人 ８０，２００人 △７４５人 

給水人口 ６７，８１２人 ６９，１３３人 １，３２１人 

１人１日 

最大給水量 
３３１ℓ ３５３ℓ ２２ℓ 

１日最大 

給 水 量 
２２，４５０㎥ ２４，４０４㎥ １，９５４㎥ 

施設能力 ２９，４５０㎥ ２９，４５０㎥ ０㎥ 

                            

 (６) 市民と行政の役割分担 

ア  市民 ・給水装置の適正な維持管理を行います。 

      ・給水区域内では、早期に上水道を利用します。 

      ・日常生活での節水を心がけます。 

イ  行政 ・安全で安定した水道水の供給に努めます。 

・計画的な給水区域の拡張と施設整備を推進します。 

     ・節水等の情報提供に努めます。 

 



- 101 - 
 

施策４－２ 下水道事業の推進 

 

（１）施策の目的 

   快適で衛生的な生活環境を確保します。 

   公共用水域の水質保全をします。 

 

（２）現状と課題 

本市の公共下水道は、昭和４８年１月、事業に着手以来、着実に進展を遂げ、昭和

５８年３月に水処理センターの供用開始とともに、既成市街地及び土地区画整理事業

地内を中心に整備を進め、下水道が整備された区域は、良好な生活環境となっていま

す。今後も積極的に処理区域の整備に努めるとともに、下水道処理施設の計画的な再

構築事業を進めています。 

また、公共下水道区域以外の区域については、農業集落排水事業及び浄化槽の整備

により生活環境は改善されつつあるが、さらに快適な生活環境づくりのため、農業集

落排水事業の利用促進と浄化槽の設置推進に努め市内全域下水道化を図ります。 

 

（３）施策の展開 

本市の生活排水等の処理については、公共下水道事業、農業集落排水事業、及び浄

化槽により処理施設の整備及び普及推進を図ります。 

ア 公共下水道の管渠整備の推進 

イ 水処理センター施設の耐震補強事業と長寿命化事業の推進 

ウ 農業集落排水事業の利用の促進と施設維持管理の推進 

エ 浄化槽の普及推進 

オ 生活排水処理構想の見直し 

カ 公共下水道全体計画の見直し 

キ 公共下水道事業の水洗化の普及、及び融資制度の活用促進 

ク 公共下水道施設維持管理の推進 

ケ 公共下水道管渠長寿命化の検討 

 

（４）施策の成果目標 

指  標  名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増  減 

公共下水道普及率 ５５．９％ ５８．４％ ２．５ 

公共下水道の水洗化率 ９３．６％ ９４．７％ １．１ 

農業集落排水の水洗化率 ８８．６％ ９０．３％ １．７ 

市内河川の水質（五行川桂

橋におけるＢＯＤ） 
１．８㎎/ℓ １．４㎎/ℓ △０．４㎎/ℓ 
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（５）計画期間における指標 

区  分 
基 準 年 次  

（平成２５年度） 

目 標 年 次  

（平成３１年度） 
増  減 

公
共
下
水
道 

総人口  （ Ａ） ８０，９４５人 ８０，２００人 △７４５人 

処 理 区 域 面 積 １,２１１．７ha １,２３５．０ha ２４．３ha 

処理区域人口(Ｂ) ４５，２８０人 ４６，８００人 １，５２０人 

水処理 

センター 

箇所数 ２カ所 ２カ所 ０カ所 

処理能力 ２３，５１０ｔ /日 ２３，５１０ｔ/日 ０ｔ/日 

処理人口普及率 

(B)/(A) 
５５．９％ ５８．４％ ２．５ 

農
業
集
落
排
水 

地 区 数 １１地区 １１地区 ０地区 

処 理 区 域 人 口 ８，８２９人 ９，１８５人 ３５６人 

浄 

化 
槽 

(

集
合
住
宅
等
浄
化
槽
含
む) 

戸 数 ２，３０１戸 ３，１１０戸 ８０９戸 

処 理 人 口 １０，７４１人 １４，５００人 ３，７５９人 

下水道生活排水処理普及率  ８０．１％ ８７．９％ ７．８ 

 

 

（６）市民と行政の役割分担 

   ア  市民 ・下水道施設に接続できる場合は、すみやかに接続します。 

・浄化槽の保守点検を行って適正な維持管理を行います。 

   イ  行政 ・快適で清潔な環境づくりのため、下水道処理施設を整備するとともに

適切な維持管理を行います。 
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施策４-３ 廃棄物の抑制と適切な処理  

 

（１）施策の目的 

   廃棄物の発生を抑制し、適正に処理します。 

 

（２）現状と課題 

過去１０年間のごみ量の推移は、平成１８年度までは微増でしたが、その後、ごみ

の発生抑制、リサイクル・資源化、生ごみの水切り等の推進により減少傾向になりま

した。しかし、平成２３年度と平成２４年度は、東日本大震災、竜巻被害で粗大ごみ

等は一時的に増加しました。また、家庭系のもえるごみも年々減少傾向でしたが、平

成２５年度は、ごみ有料化前の影響で若干増加しました。 

本市は、「ものを大切にする都市宣言」をしており、ごみの３Ｒ運動（「発生抑制」・

「再使用」・「再生利用」）を推進するとともに、雑紙等の資源化を啓発し、ごみ処理量

の減量化、及び不法投棄やポイ捨て防止の対策強化に努めます。 

   また、平成２６年３月に稼働停止した真岡市清掃センターの跡地については、循環

型リサイクル施設の整備を検討していきます。 

 広域ごみ処理施設整備については、平成２６年４月から芳賀地区エコステーション

が計画通り稼働しており、最終処分場についても、「芳賀地域循環型社会形成推進地域

計画」に基づき、平成２８年度稼働に向けて芳賀町地内への建設を支援していきます。 

し尿処理については、芳賀地区広域行政事務組合において計画的、かつ定期的に収

集を行い、第二環境クリーンセンターで適切に処理しています。今後も、地域住民の

生活環境の保全及び公衆衛生の向上のため、芳賀地区広域行政事務組合と連携を図っ

ていきます。 

 

（３）施策の展開                      

   「循環型社会」の構築に向け、ごみ減量化と資源化を市民に引き続き働きかけをし

ていきます。 

また、し尿処理については、芳賀地区広域行政事務組合の効率的な処理を支援して

いきます。 

ア ごみの発生抑制に関する啓発の推進（３Ｒ運動の推進） 

・発生抑制（リデュース）：ごみをできるだけ出さない生活 

・再使用（リユース）：同じものを大切に繰り返し使う生活 

・再生利用（リサイクル）：リデュースやリユースできないものを再び資源と 

して有効活用する生活 

イ 再生できるごみの資源化推進 

・雑紙の資源化 

・機械式生ごみ処理機及びコンポスト容器の普及 

・有機性廃棄物リサイクルの推進（樹木剪定枝、落葉、雑草等） 
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ウ 事業系ごみの適正処理の推進 

エ 芳賀地区広域最終処分場の早期稼動の支援  

オ もえるごみ有料化の継続的な維持 

カ 地域ぐるみや市民協働による環境美化運動の推進 

キ 不法投棄やごみのポイ捨て防止の徹底 

ク ごみ及びし尿収集処理の効率的運営の促進 

 

（４）施策の成果目標 

指   標   名 
基 準 年 次 

(平成２５年度) 

目 標 年 次 

(平成３１年度) 
増 減 

処   理   人   口 ８０，９４５人 ８０，２００人 △７４５人 

家庭及び事業所からのごみ総排出量  ２４,６７１ｔ ２１,８８４t △２,７８７ｔ 

 

総
排
出
量
の
内
訳 

可 燃 ご み １９，６４８ｔ １６,９８９t △２,６５９ｔ 

 家 庭 系 ご み １５,１９１ｔ １２,７９４t △２,３９７t 

 事 業 系 ご み ４,４５７ｔ ４,１９５ｔ △２６２ｔ 

その他<粗大ごみ含む> １,６４４ｔ １,５４７ｔ △９７ｔ 

資  源  ①※１ ９９６ｔ ９８７ｔ △９t 

資  源  ②※２ ２,３８３ｔ ２,３６１ｔ △２２ｔ 

1人 1日当たりのごみの排出量 ８３５ｇ ７４８ｇ △８７ｇ 

再 資 源 化 率※３ １３．７％ １５．３％ １．６ 

最終処分場への持ち込み量 １,８２０ｔ ９７３ｔ △８４７t 

 処理人口の基準年次は、毎月人口統計調査（平成２５年１０月 1日現在）、 

目標年次は、推計による 

 ※１ 資源①は、空き缶、雑ビン、ペットボトル、乾電池 

※２ 資源②は、紙類、古着類、生ビン 

※３ 再資源化率：（資源①＋資源②）÷ごみ総排出量 

   

(５) 市民と行政の役割分担 

ア 市民 ・ごみの減量化と分別・資源化に努めます。 

イ 行政 ・循環型社会の構築に向け、ごみ減量化と資源化を市民に働きかけます。 
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施策４－４ 自然環境の保全と保護 

 

（１）施策の目的 

自然環境及び動植物の生態系の保全と保護を図ります。 

   市民の自然環境保全の意識を高め、環境保全の取組みを促進します。 

 

（２）現状と課題 

私たちを取り巻く自然環境は、地球温暖化や海洋汚染といった地球規模での問題の

みならず、地域固有の生態系や里山の保全など身近な課題にも直面しています。 

   本市は、平成１４年に真岡市環境基本条例を制定しました。そして、平成１６年に

環境都市宣言を行い、平成１７年には良好な環境を将来の世代に引き継いで行くため

の環境基本計画を策定しました。 

   今後は、水辺や緑にふれあい、安らぎと潤いが感じられる良好な自然環境を守るた

め、市民、事業者、行政の協働による保全活動の取組みをより一層進める必要があり

ます。 

 

（３）施策の展開 

豊かな自然にふれあい、安らぎと潤いを感じられる自然環境を次世代に継承できる

よう保全に努めます。 

ア 森林等の保全 

     ・根本山市民の森及び、磯山市民の森の保全と活用 

・「とちぎの元気な森づくり」事業の推進と、整備した森林の保全管理の促進 

・自然ふれあい園大久保など身近な自然の保全と再生 

・「真岡市平地林保全計画」、「真岡市森林整備計画」に基づく保全と活用 

     ・天然記念物や古木名木に指定することによる、樹木の保全奨励 

イ 水辺の保全 

     ・自然環境や生物の生息に配慮した、河川等の水辺環境の保全 

ウ 生態系の保全等 

     ・動植物の生息状況等の把握 

・希少な動植物の保護と生息地の環境保全 

     ・動植物実態調査に基づく動植物の生態系の保全推進 

・鳥獣保護区、特定猟具使用禁止区域等での狩猟違反の監視 

   エ 環境学習の推進 

     ・根本山自然観察センター、鬼怒水辺観察センター、自然教育センター等 

の自然・環境学習関連施設での環境学習の推進 

   オ 環境保全活動の促進 

     ・自然環境の保全に関する意識の高揚と啓発 

・市民、事業者、市（行政）の協働による保全活動の促進 
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（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

(平成３１年度) 
増 減 

山林面積 １，４９８ｈａ １，４９１ｈａ △７ ｈａ 

整備された山林面積（市民の

森、とちぎの元気な森づくり） 
９２．９ｈａ １００ｈａ ７．１ｈａ 

市民の環境保全ボランティア

活動への関心の度合い※ 
３９．８％ ５５．０％ １５．２ 

市内の自然環境の保全活動に

参加している市民の割合※ 
１４．６％ ２０．０％ ５．４ 

※市民意向調査結果による 

 

 (５) 市民と行政の役割分担 

ア  市民 ・本市の自然環境や生態系についての理解を深め、積極的に環境保 

全活動に参加します。 

イ 行政 ・市民、事業者、滞在者に対して、環境情報の提供や環境にやさし 

い生活・活動の助言・支援を行います。 
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施策４－５ 良好な生活環境の保全   

 
（１）施策の目的 

   きれいな街づくりを目指します。 

   大気、水質、騒音、悪臭等の状況を把握し、良好な生活環境の保全に努めます。 
   環境問題の現状を把握し、環境保全への具体的な行動を実践します。 
 
（２）現状と課題  

     大気、水質、騒音などの環境基準達成状況については、概ね良好な水準を維持して

いますが、河川の生活環境の保全に関する項目などに一部不適合があります。 
また、二酸化炭素などの温室効果ガスの増大により地球温暖化が進行しており、事業

活動だけでなく、私たちの日常生活が環境に大きな影響を及ぼしています。 
このため、良好な生活環境を保全するには、各種環境汚染調査の実施により現状を

把握し、生活排水対策の推進や事業所などの生産活動に伴う様々な規制基準の遵守指

導を図るとともに、市民一人一人が、日常生活において環境に配慮した行動をとるこ

とが求められております。 
今後とも、良好な生活環境を保全し、将来に引き継いでいくためには、環境問題へ

の理解を深め、市民、事業者、行政がそれぞれの責任と役割を担い、一体となって取

り組んでいくことが重要です。 
また、東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故による放射線量や    
PM２．５（微小粒子状物質）などの監視に加え、今後、新たに健康への影響を及

ぼす可能性のある物質等に対しても、市民の安全・安心を守るため、迅速・的確な対

応が求められています。 
 
（３）施策の展開 
   安心して生活のできる良好な環境を次世代に継承する。 
   ア 地球温暖化防止対策の推進 
     ・住宅用太陽光発電設置支援 

イ 環境汚染監視、観測体制の充実 
     ・大気汚染防止対策の実施 
     ・水質汚濁防止対策の実施 
     ・地下水の保全対策の実施 
     ・騒音、振動、悪臭防止対策の実施 
     ・土壌汚染防止対策の実施 

ウ 事業者などによる環境汚染発生源防止対策の強化 
     ・工場ばい煙、工場排水等調査の実施 

・ダイオキシン類対策の実施 
エ 環境学習の推進 

   オ 環境情報の提供 
     ・市ホームページ、広報等による環境情報の発信 
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   カ 生活排水対策の推進 
     ・公共下水道、農業集落排水事業、合併浄化槽の普及促進 

キ 公共施設、工場・事業所、家庭などの緑化促進 
・生け垣づくりの促進 

ク 花いっぱい運動の推進 
ケ 河川環境整備事業の推進 

       ・河川愛護の啓発 
コ 河川及び道路のアダプトプログラム（里親制度）の推進 

   サ 街並み景観の美化や環境マナー意識の向上 
     ・屋外広告物などの適正化 
     ・犬の飼い方などのマナー向上 
    
 （４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 
目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

きれいな街と感じる割合※ ７４．９％ ８０．０％ ５．１ 

緑などの自然環境が 
良いと感じる割合※ 

８６．９％ ９０．０％ ３．１ 

地域の景観が良いと感じる割合

※ 
７６．７％ ８５．０％ ８．３ 

排ガス・ばい煙の状況が良いと

感じる市民の割合※  
６９．７％ ７５．０％ ５．３ 

臭気・騒音・振動の状況が良い

と感じる市民の割合※ 
６２．０％ ７０．０％ ８．０ 

河川の水質の状況が良いと感じ

る市民の割合※ 
６２．３％ ７０．０％ ７．７ 

河川の生活環境項目環境基準適

合率 
８０．４％ ８５．０％ ４．６ 

大気環境基準未達成項目数 １項目 １項目 ０項目 

騒音環境基準未達成箇所数 ０カ所 ０カ所 ０カ所 

※市民意向調査結果による 

 

（５）市民と行政の役割分担 

ア 市民 ・環境に対する関心を高め、良好な生活環境の保全に努めます。 

イ 行政 ・環境の現状を周知し、環境保全に関する施策の推進を図り 

ます。 

・環境保全に対する意識の高揚と環境学習の推進を図ります。 
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施策４－６ 安全で快適な住まい・まちづくり 

 

（１）施策の目的 

良好な住宅地の供給と住宅環境の整備を図り、安全で快適な住まい・まちづくりを

推進します。 

 

（２）現状と課題 

土地区画整理事業の推進により良好な住宅地の供給が進み、区画整理地内では、数

多くの住宅が建設されています。今後も都市基盤の整備を進め、良好な住宅地の供給

を図り、持家の取得を促進することが重要です。 

一方、市営住宅においては、現在東郷住宅や錦町住宅等１０箇所、５６７戸が管理

されています。その内、並木町住宅、大田山住宅、荒町住宅、久松町住宅については

老朽化のため、入居の募集を停止しており、平成２６年度現在、１２２戸が空き室と

なっております。そのため、現在、真岡市住宅マスタープランを基本とした、需要に

応じた計画的な建替えを進めています。 

また、市内の住宅においては、昭和５６年以前の旧耐震基準で建てられた木造住宅

が約２割占めており、耐震化のための改修や建替を促進することが必要です。 

 

（３）施策の展開 

すべての市民が、安全で快適な日常生活を営むことができるよう、良好な住宅地の

供給と住宅環境の整備に努めます。 

   ア 土地区画整理事業などによる良好な住宅地の供給 

   イ 市営住宅の計画的な建替えと適切な管理 

ウ 木造住宅の耐震診断及び耐震改修・建替の支援 

 

（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

良好な市街地と感じている市

街化区域内に住んでいる人の

割合※ 

８１．７％ ８４．０％ ２．３ 

市街化区域内整備率 

(区画整理整備済面積/工業専

用地域を除く市街化区域面積) 

６４．５％ ６７．４％ ２．９ 

市営住宅入居戸数 ４４５戸 ４５５戸 １０戸 

木造住宅の耐震診断助成件数

（累計） 
４３戸 １１５戸 ７２戸 

木造住宅の耐震改修・建替助成

件数（累計） 
１３戸 ７３戸 ６０戸 

※市民意向調査結果による 
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(５) 市民と行政の役割分担 

ア 市民 ・住まいの安全に対する関心を高め、耐震化を図るなど、安全で快適な 

住宅環境の整備・保全に努めます。 

イ 行政 ・土地区画整理事業の推進により、良好な住宅地の供給を図ります。 

・市営住宅の需要に応じた建替事業と適切な管理に努めます。 

・住宅の耐震化に向け、市民が取り組みやすい助成事業等の施策を推進 

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 111 - 
 

施策４－７ 防災対策の充実強化 

 

（１）施策の目的 

   市民の生命、身体及び財産を各種災害から守り、災害発生時の被害を最小限に抑え

ます。 

 

（２）現状と課題 

   本市では平成２３年の東日本大震災、平成２４年の竜巻被害、平成２６年の大雪に

よる雪害など、大きな被害を受けました。ここ数年、全国各地では風水害や地震、土

砂災害などの自然災害が相次いで発生し、多くの人命や財産が失われ、避難生活を強

いられている状況にあります。また、高齢者など避難行動要支援者が増加しているこ

とや、生活環境の変化などにより災害発生時に生命が脅かされる危険性が増してきて

います。 

   各種災害を未然に防ぐためにも、河川や急傾斜地など危険箇所の整備促進を図ると

ともに、災害が発生した場合に迅速かつ的確に対応できるよう、災害時の応急活動体

制を充実する必要があります。 

   さらに、首都直下地震対策特別措置法の施行に伴い、本市も緊急対策区域に指定さ

れ、その対応策が必要となっています。 

   また、「自助」「共助」「公助」の理念に基づき、市民の防災意識の高揚を図り、普

段から防災に対する心構えなどの啓発に努めるとともに、自主防災組織の体制強化を

推進する必要があります。 

 

（３）施策の展開 

   火災、地震、風水害などの各種災害から市民の生命、身体及び財産を守り、安全で

安心な生活を確保するため、市民の防災意識の高揚を図り、自主防災組織の体制強化

を推進するとともに、消防団、芳賀地区広域行政事務組合消防本部、県や近隣市町、

災害時相互応援協定を締結している自治体、自衛隊、日本赤十字社などの防災関係機

関と緊密な連携を保ち防災対策の充実強化を図ります。さらに、「真岡市地域防災計

画」を基本とした総合的な防災体制を構築します。 

    

ア 防災体制の整備強化 

     ・災害情報収集、伝達体制の充実 

     ・消防団の充実強化、消防団員の確保 

     ・芳賀地区広域行政事務組合消防本部との連携強化 

     ・県、自衛隊、日本赤十字社など防災関係機関との連携強化 

     ・医療機関との連絡協力体制の充実 

     ・被災者の救出・救護や避難行動要支援者への支援体制の確立 

     ・災害時における県内市町との相互応援活動の充実 

     ・災害時相互応援協定を締結している自治体との連携 

（埼玉県桶川市、新潟県阿賀野市、全国報徳研究市町村協議会加盟市町村） 

     ・避難者等への食糧・飲料水、物資等の備蓄体制の確立 
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イ 防災施設の整備強化 

     ・総合防災拠点の整備 

     ・避難所及び防災倉庫の整備 

     ・防災施設、機械器具及び各種資機材の整備充実 

     ・防災行政無線デジタル化の整備 

ウ 防災意識の高揚 

     ・火災予防運動の強化 

     ・婦人防火クラブの組織拡充 

     ・防災教育の推進、防災知識の普及のための広報活動の展開 

     ・自主防災組織の充実強化、地域防災リーダーの育成 

     ・地区単位での防災訓練の実施 

エ 災害に強いまちづくりの推進 

     ・公園などの防災拠点の整備や避難路の安全性の確保 

     ・建築物の耐震化の促進 

・水道や電気、ガスなどライフラインの安全性の確保 

・急傾斜地など危険箇所の整備促進 

・治水と親水性を備えた河川・調整池の整備促進 

・下水道雨水幹線の整備促進 

 

（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

自然災害から安全度が高い

と思っている市民の割合 

※１  

７１．７％ ８０．０％ ８．３ 

災害に対して備蓄品を備え

ている市民の割合※１  
５５．８％ ６５．０％ ９．２ 

火災件数※２ ４９件 ４０件 △９件 

火災時の隣家への 

類焼件数※２ 
０件 ０件 ０件 

地震、火災による死傷者数 

※２ 
５人（０人） ０人 △５人 

地震、火災による損害額 

※２ 
９８，５５９千円 ７８，８００千円 △１９，７５９千円 

（ ）内は死者 

※１市民意向調査結果による  

※２消防年報（芳賀地区広域行政事務組合消防本部）による暦年 
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（５）計画期間における指標 

区  分 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

消 防 

団員数 

基準 ５００人 ５００人 ０人 

実数 ４８６人 ５００人 １４人 

婦人防火クラブ数 ９２クラブ １２０クラブ ２８クラブ 

消防ポンプ自動車 ２４台 ２４台 ０台 

消防水利 

消火栓 １，４９０基 １，５０８基 １８基 

防火水槽 ５２９基 ５４７基 １８基 

防災行政無線 

デジタル化 

親局 

(１基) 
１基 １基 ０基 

子局 

(２０４基) 
７９基 ９９基 ２０基 

移動局 

(８３基) 
０基 ８３基 ８３基 

 

(６) 市民と行政の役割分担 

ア 市民 ・「自助」「共助」の理念に基づき、防災意識の高揚に努め、非常時に備 

えます。また、自主防災組織の活動や防災訓練等に積極的に参加し、 

災害発生時には、各防災機関が行う防災活動に連携、協力します。 

イ 行政  ・市民の生命、身体及び財産を守り、安全で安心な生活を確保するため、 

「真岡市地域防災計画」を基に、防災体制、施設等の整備強化、防災

意識の高揚や防災知識の普及啓発に努めます。また、被害を最小限に

するために、ライフラインの安全性確保、急傾斜地などの危険箇所の

整備促進に努めます。 
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施策４-８ 交通安全の推進 

 

（１）施策の目的 

交通事故をなくし、市民が安全で安心して生活できる環境づくりを推進します。 

 

（２）現状と課題 

市内における交通事故発生件数は減少傾向にありますが、高齢者事故の発生件数全

体に対する割合は、増加傾向にあります。 

   交通事故を地域や自らの問題として捉え、一人一人が交通ルールを遵守し、交通マ

ナーを向上させることが大きな課題であります。 

   このため、すべての市民に対して交通安全意識の高揚を図ることが重要であり、併

せて道路及び交通安全施設の整備を図る必要があります。 

 

交通事故発生状況   

区 分 

発 生 

件 数

（Ａ） 

死亡者数 負傷者数 

高齢者件数 

（Ａ）の内数   

（Ｂ） 

高齢者件数の割

合（Ｂ）/（Ａ） 

平成２１年 ３９４件 １０人 ４８０人 １１０件 ２７．９％ 

平成２２年 ３５６件 ４人 ４４４人 ９６件 ２７．０％ 

平成２３年 ３０２件 ５人 ３７１人 ８３件 ２７．５％ 

平成２４年 ２２９件 １人 ２８９人 ６７件 ２９．３％ 

平成２５年 ２１２件 １０人 ２５１人 ６４件 ３０．２％ 

交通年鑑（栃木県警察本部）による暦年 

 

（３）施策の展開 

交通をめぐる環境は、超高齢社会の進展、交通量や運転免許人口の増加、北関東自

動車道や国道４０８号鬼怒テクノ通りをはじめとする道路整備の進展など大きく変化

しております。 

   このような状況の中、警察や交通安全関係団体と連携し、家庭、学校、職場、地域

での交通安全意識の高揚を積極的に推進します。 

   また、交通事故を未然に防ぐため、道路や交通安全施設の整備を推進し、適切な維

持管理に努めます。 

 

ア 交通安全意識の高揚事業 

     ・保育所、幼稚園、学校、職場などを通じての交通安全教育の推進 

     ・高齢者の交通安全教育の推進 

 ・地域を中心とした交通安全教育の推進と飲酒運転の根絶 

・子どもや高齢者に優しい３Ｓ（ＳＥＥ・ＳＬＯＷ・ＳＴＯＰ）運動の推進 
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     ・全ての座席のシートベルトと幼児用補助装置（チャイルドシート）の正しい

着用の徹底 

     ・自転車の安全利用の推進 

     ・暴走行為追放の推進 

     ・広報活動の強化 

イ 交通秩序の維持事業 

・違法駐車の防止 

 ・放置自転車の防止 

ウ 交通安全推進体制の強化 

     ・交通安全関係団体（交通指導員連絡協議会・交通安全協会・交通安全母の会・

安全運転管理者協議会など）との連携強化 

・各種事業への交通安全関係団体の参加促進 

エ 道路交通環境の整備 

     ・危険道路等の整備 

 ・通学路の整備 

     ・交通安全施設（カーブミラー、ガードレール、赤色回転灯、警戒標識など） 

の整備 

     ・信号機の設置促進 

オ 交通安全支援事業 

・チャイルドシート購入補助の実施 

・交通事故相談所の活用促進 

 ・高齢者運転免許証自主返納支援事業の創設 

 

（４）施策の成果目標 

指  標  名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

交通事故発生件数 ２１２件 １９０件 △２２件 

交通事故死亡者数 １０人   ０人 △１０人 

交通事故負傷者数 ２５１人 ２２０人 △３１人 

 

（５）計画期間における指標 

区    分 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

歩   道 ２０８㎞ ２１５㎞ ７㎞ 

カーブミラー ２，７９７基 ３，０００基 ２０３基 

赤色回転灯 １９０灯 １９５灯 ５灯 

交通信号機 １９５基 ２１０基  １５基 
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（６）市民と行政の役割分担 

ア 市民 ・「事故にあわない、事故を起こさない」ために、一人一人が交通ルール 

を守り、交通マナーの向上に努めます。 

イ 行政 ・交通事故防止のための各種啓発や環境整備として道路及び交通安全施 

設の整備を図ります。 
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施策４－９ 防犯対策の推進 

 

（１）施策の目的 

   警察をはじめ関係機関、団体との連携により犯罪の発生を抑制し、市民が安心して

生活できる環境づくりを推進します。 

 

（２）現状と課題 

   犯罪の発生件数は全国的に減少傾向にあり、犯罪情勢は一定の改善がみられるもの

の、児童虐待やストーカー問題、配偶者からの暴力などは増加傾向にあるほか、高齢

者を中心として特殊詐欺による多額の被害が発生しています。 

   このような中、本市では自治会の防犯ボランティアが「自分たちのまちは自分たち

で守ろう」と自主的な防犯活動の取り組みを行っております。また、児童・生徒の安

全を守るボランティアとしてのスクールガード活動や青色回転灯搭載車による見守

り活動、民間事業者を活用した青色回転灯搭載車による防犯パトロールにより、地域

の安心感の醸成に努めています。 

   安心して暮らせるまちをつくるためには、市民一人一人の防犯意識の高揚と、家

庭・学校・地域・警察との連携の強化が必要であります。 

 

（３）施策の展開 

   市民が安心して暮らせるまちづくりのために、防犯灯の設置及び維持・管理支援、

地域安全ネットワークなど防犯環境の整備充実、市民の自主防犯活動の支援、市民一

人一人の防犯意識の高揚、青色回転灯搭載車による防犯パトロールの実施、また、悪

質商法などの被害を未然に防ぐために、消費生活相談窓口の充実を図ります。 

   ア 防犯意識の高揚 

     ・安全・安心の地域づくり推進事業を通じての防犯座談会開催の支援 

   イ 防犯設備などの整備 

     ・防犯灯の整備促進（ＬＥＤ化の推進） 

     ・小・中学校などに防犯カメラの設置及び適正な維持管理 

   ウ 防犯体制の充実強化 

     ・家庭、学校、地域、警察との連携強化 

     ・市民の自主防犯活動の支援 

     ・「こども１１０番の家」の充実 

     ・地域安全ネットワークの活用 

     ・婦人防犯クラブ活動の充実 

     ・青色回転灯搭載車による防犯パトロールの強化 

     ・消費生活センターの充実強化 

     ・一斉メール配信システムの活用 

   エ 空き家対策の推進 
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（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

(平成２５年度) 

目 標 年 次 

(平成３１年度) 
増 減 

市内の犯罪発生件数 ７０５件 ５００件 △２０５件 

犯罪に不安を感じている 

市民の割合※ 
５４．３% ３０．０％ △２４．３ 

※市民意向調査結果による 

 

（５）計画期間における指標 

区  分 
基 準 年 次 

(平成２５年度) 

目 標 年 次 

(平成３１年度) 
増 減 

防犯灯設置数 ５，７８９灯 ６，２００灯 ４１１灯 

婦人防犯クラブ数 ５２クラブ ６０クラブ ８クラブ 

自主防犯活動実施団体 ６２団体 ７０団体 ８団体 

 

（６）市民と行政の役割分担 

   ア 市民 ・「自分たちのまちは自分たちで守る」という意識を高め、地域が主体

となった身近な防犯活動に継続的に取り組みます。 

   イ 行政 ・防犯に関する啓発活動を推進し、市民一人一人の防犯意識の高揚を図

るとともに、市民の自主的な防犯活動の支援や防犯灯の設置補助等に

よる防犯環境の整備を促進します。 
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政策５ 地域と産業が調和する活力あるまちづくり 
 

施策５－１ 農業の振興 

 

（１）施策の目的 

優れた経営感覚と技術を持つ、認定農業者等を育成するとともに、農地の集積を図 

り農業経営の安定と効率化を推進します。 

首都圏に位置する有利性を活かし、米麦・園芸作物・畜産等収益性の高い農業生産 

構造の確立を図ります。 

農業・農村の健全な発展のため、農業基盤や農村生活環境の整備を促進し、多面的 

機能の維持向上に努めます。 

 

（２）現状と課題 

ア 農業構造の現状 

  ① 農業従事者の状況 

本市の農業従事者がいる世帯は、平成２６年１月３１日現在、５，４６５ 

戸となっており、農業従事者数は年々減少し９，７４０人であり、総人口に 

占める割合は１２．０％となっています。 

 また、認定農業者については、平成２５年度末では４２６人で減少傾向に

あります。 

② 新規就農者数の状況 

新規就農者数は、近年増加傾向にあり、平成２５年度では１６歳から３９ 

歳の青年層が１０名、４０歳から６４歳の中高年層が９名の計１９名が就農 

しており、特に、いちごなどの施設園芸を志向する傾向にあります。 

③ 農用地面積と整備状況 

本市の農業振興地域内の農用地面積は、７，５５５ｈａであり、内訳は、 

田６，０２１ｈａ、畑１，５３４ｈａで、毎年転用により年々わずかに減少 

しています。 

基盤整備については、平成２５年度末で農用地に対する整備率が    

７６．２％となっていますが、平成２６年現在３地区で事業を実施しており、 

完了すると８０．１％の整備率となります。今後は、水路整備などの補完的 

な事業を実施していきます。 

④ 荒廃農地の状況 

荒廃農地は、農業委員会が毎年現地調査し、所有者に復旧指導や国等の支 

援策を活用することにより年々減少しており、平成２５年度末には３１．１ 

haで、うち農用地は２１．５ｈａとなり、農用地面積に占める割合は０．３％ 

で、県平均（２．０％）と比較すると少ない状況にあります。 
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イ 農業生産の現状 

作物別作付面積は、水稲が最も多く、次いで麦類、野菜となっており、首都 

圏に位置する立地条件を生かした首都圏農業の振興により、いちご、なす、 

トマト、にら、メロン、花卉、畜産など特色を生かした農業が展開されてい 

ます。特に、いちごは平成２５年の生産量が６，９４１トン、販売額は６７億

５千６百万円であり日本一の産地となっています。 

    ウ 食をめぐる現状 

     国のカロリーベース食糧自給率は３９％と、主要先進国の中では最も低く、 

その対応が求められています。 

また、消費者は、産地、生産者の顔が見える安全・安心で品質の高い農産 

物を求めています。 

さらに、地元産農産物への関心が高まっており、学校給食への導入やスー 

パーマーケットでの販売コーナーの設置、あぐ里っ娘※及び道の駅並びにＪＡ 

はが野などの農産物直売所における地元産農産物の販売が増加しています。 

 

エ 農村環境の現状 

    農村地域の高齢化・混住化などが進み、地域資源の適切な保全管理が困難 

な状況にあるため、農業・農村の基盤となる農地・水・環境の保全を図ること 

が重要となっています。 

このため、モデル地区において地域が一体となった取り組みにより、農村環 

境の保全を推進しています。 

オ 課 題 

農業従事者が減少している中、認定農業者や集落営農組織などの担い手を育成

し、これら担い手に農地を利用集積し、荒廃農地の解消などにより、農地の有

効利用を図るとともに、米、麦、大豆などにおける食糧自給率向上施策に対す

る適切な対応が求められています。 

また、これまで取り組んできた「首都圏農業」を基本に、新たな時代の要請

にあった地域ブランドの確立や、生産流通対策が必要となっています。 

さらに、農業・農村の持つ多面的機能の維持向上のため、地域資源の適切な

保全管理が重要となっています。 

一方、消費者が求める安全で安心な農産物の安定供給のため、生産者の顔が見

える農産物の生産を推進し、生産者と消費者の信頼関係を構築していく必要が

あります。 

 

（３）施策の展開 

農業の生産性と農村の多面的機能を高めるため、農業・農村の役割を十分認識し、

農業者が誇りと希望をもって継続的に農業経営ができるよう、農業者、関係機関・団

体と連携を図りながら展開します。 

※あぐ里っ娘＝真岡市農産物販売交流施設「いがしら」 
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ア 生産振興と流通の拡充 

    地域の特性を生かし、創意工夫に富んだ需要対応力の高い産地づくりに努めます。 

・水田農業構造改革の着実な推進 

・低コスト、高品質など消費者ニーズに応える農産物生産の推進 

・多様な流通の促進とブランド化の推進 

・農業者の６次産業化への取り組みの推進 

イ 地域農業の担い手の育成確保 

    経営改善を目指す意欲ある農業者を支援し、担い手や新規就農者の育成・確保に

努めます。 

・認定農業者の育成・確保の推進 

・集落営農の組織化と法人化の推進 

・担い手への農地の利用集積と荒廃農地解消の促進 

・新規就農者（認定就農者を含む）の育成・確保の推進 

・家族経営協定締結※の推進 

 ※家族経営協定とは、経営の方針や家族一人一人の役割、就業条件、就業環境について家族みんなで話し合

いながら取り決めるものです。 

ウ 環境保全に向けた農業の推進 

    環境と調和した農業を推進するとともに、国の制度を有効活用し、将来にわたっ

て農業・農村が持つ多面的機能の維持向上に努めます。 

・環境にやさしい農業技術の普及定着の促進 

・農業生産活動における排出物の適正処理と再利用の促進 

・耕畜連携による資源循環型農業の促進 

・生態系など環境との調和に配慮した水利施設の整備 

    ・多目的機能の維持・発揮のための地域活動の推進 

 

エ 農業生産基盤整備の推進 

   圃場の大区画化や水田の汎用化、畑作地帯の整備等を推進し、担い手への農地 

の集積、生産コストの低減、農地の高度利用を図ります。 

・土地基盤整備の推進 

・農業水利施設の適切な保全・管理 

 

オ 魅力と活力に満ちた農村対策 

   恵まれた地域資源の活用や生活環境の整備、都市と農村の交流や協働を通しての

地域づくりに努めます。 

・農業・農村の特性を生かした都市と農村の交流の促進 

・消費者と密着した観光農業の推進 

・体験型農業の推進 

・農業資源の良好な保全と活用 

・農村生活環境の総合的な整備促進 

  カ 食育・地産地消の推進 

    食と農についての理解促進と､消費者と生産者の信頼関係づくりに努めます。 
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・食育の推進 

・地産地消の促進 

・農産物の安全・安心の推進 

・農産物加工品の開発の促進 

 

（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

認定農業者数 ４２６人 ６７０人 ２４４人 

営農集団数 

（集落営農） 

３８団体 

（１２） 

４２団体 

（１３） 

４団体 

（１） 

担い手が農用地の利用

に占める面積の割合 
４５．２％ ５０．０％ ４．８ 

荒廃農地 ３１．１ｈａ １５．０ｈａ △１６．１ｈａ 

エコファーマー数※ ６０９人 ６２０人 １１人 

家族経営協定締結数 １７８人 １９０人 １２人 

６次産業取組経営体数  ７経営体  ９経営体  ２経営体 

いちご生産量 ６，９４１ｔ ７，０００ｔ ５９ｔ 
 

 ※エコファーマーとは、県が認定した「土づくり」「化学肥料低減」｢化学農薬低減｣ 

  を一体的に取り組む農業者をいう 

 

（５）計画期間における指標 

区   分 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

農業従事者数 ９,７４０人 ７，９９０人 △１，７５０人 

農業従事者がいる 

世帯数 
５，４６５戸 ４，９７０戸 △４９５戸 

耕

地

面

積 

田 ６，６９０ｈａ ６，６７２ｈａ △１８ｈａ 

畑 １，９６２ｈａ １，９１５ｈａ △４７ｈａ 

合  計 ８，６５２ｈａ ８，５８７ｈａ △６５ｈａ 

農家 1戸当たり １．５８ｈａ １．７３ｈａ ０．１５ｈａ 

 ※ 耕地面積は真岡市統計書 

    農業従事者数・農業従事者がいる世帯数は農業委員会委員選挙人名簿 
 

(６) 市民と行政の役割分担 

ア 市民 ・地産地消に取り組みます。 

・生産者と農業団体は、「経営の効率化」「流通対策」及び「農産物の高 

付加価値化」などに取り組みます。 

イ 行政 ・地域の担い手の育成確保に努め、農地の有効利用と農業経営の安定を

促進し、農業・農村の活性化を図ります。 
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施策５－２ 商業の振興 

    

（１）施策の目的 

市内の商業・サービス業者の売り上げの増大を図ります。 

身近な生活圏での商業・サービスの確保を図ります。 

 

（２）現状と課題 

商業地は、中心市街地の既存商店街と土地区画整理事業により面的に整備された地

域からなっており、これらの地域の中に大型店(店舗面積１，０００㎡以上)や量販店

などが点在し、大型店の売場面積が市内店舗総売場面積の約７０.１％を占め、既存の

中小商業者は極めて厳しい経営環境にあります。 

個々の売り上げを伸ばし本市商業の活性化を図るためには、商品情報をはじめ個店

の良さや魅力などを消費者にしっかり伝えるとともに、個店ならではのきめの細かな

サービスの実施など、顧客の来店につながる販売力の向上が必要です。また、魅力あ

る店舗づくりや品揃えの工夫をはじめ、商品開発や顧客管理など、経営力の向上が課

題となっています。 

さらには、創意工夫した共同事業などの実施により、共同意識の高揚を図り、魅力

と賑わいのある商店街づくりを促進し、集客力を向上させることが課題であります。 

   また、生活スタイルの変化に伴う新たな消費者ニーズも生まれ、特に少子高齢化社

会の進展に伴う買い物弱者への対応が求められています。  

   今後とも、中心市街地の賑わいの回復を図るため、商業者や商工会議所、商工会、

関係団体等と連携を図りながら、空き店舗活用や街なみ整備、回遊性促進、街づくり

活動促進、地場産品の育成などの総合的なまちづくり推進事業を引き続き実施し、商

店街の活性化を図っていく必要があります。 
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（３）施策の展開 

地域の特色を活用したまちづくり計画との整合性を図り、特に中心市街地の商店街

については、地域にある資源や中心市街地で時を過ごす人への魅力（サービス）強化

と街なみ全体への回遊促進を図ることによって、より多くの人々で賑う商店街づくり

を促進していきます。 

また、個々の商店は顧客の来店につながる販売力や、経営力の向上が必要でありま

すので、自助努力を求めながら諸施策を推進し賑わいと活力ある調和のとれた商業の

発展に努めます。 

ア 商店街や個店の魅力アップの支援（共同事業、魅力ある個店づくりの推進） 

イ 商店街環境整備に対する支援（電線地中化、街路灯、駐車場など） 

ウ 融資制度の充実と利用促進 

エ 商業後継者の育成及び起業者支援 

オ 商工会議所、商工会など関係機関との連携強化 

カ 商店街にぎわい創設支援や中心市街地の活性化促進 

 （定期イベントの開催、街なみ全体の回遊性促進、空き店舗対策） 

キ 地域に密着した公設市場の支援 

   ク 買い物弱者対策の検討                              
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（４）施策の成果目標 

 

※１基準年次は平成２４年経済センサスによる数字 

※２市民意向調査結果による 

 

 (５) 市民と行政の役割分担 

ア 市民 ・商業・サービス業者は、魅力と賑わいのある商店街を形成し、消費者 

ニーズを的確に捉え販売力の向上に努めます。 

   イ 行政 ・商工団体などの関係機関と連携を図りながら、市民・消費者に支持さ 

れる魅力と賑わいのある商業の振興を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指 標 名 
基 準 年 次 

(平成２５年度) 

目 標 年 次 

(平成３１年度) 
増 減 

商業・サービス業売

上高合計※１ 
１,０１４．１億円 １,０２９．３億円 １５．２億円 

従業者数※１ ４，３２０人 ４，２３３人 △８７人 

店舗面積 1,000 ㎡未

満の商業施設数  

※１ 

６９７店 ６６９店 △２８店 

大規模小売店舗数

（店舗面積 1,000 ㎡

超）※１ 

２０店 ２２店 ２店 

日常の買い物の便利

さを感じている人の

割合※２ 

５７．６％ ６０．０％ ２．４ 
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施策５－３ 工業の振興 

 

（１）施策の目的 

優良企業の誘致と既存企業の定着を促進し、雇用機会の創出と財政基盤の確立を図

るとともに、地元中小企業を支援し育成します。 

  

（２）現状と課題 

      本市は、首都から約９０ｋｍの圏内に位置する有利な立地条件のもとで、真岡第１ 

    から第５工業団地及び大和田産業団地の整備と企業誘致を進め、団地総面積     

４８７．５ｈａに平成２６年４月１日現在、８７社の企業が操業しており、従業員数

１０，６３８名（正規・非正規社員）、製造品出荷額約５，４３４億円（平成２４年度）

と順調に工業の発展を遂げてきました。 

      現在分譲中である第５工業団地は、平成１４年８月から造成を開始し、北関東自動   

    車道真岡インターチェンジ及び国道４０８号鬼怒テクノ通りに接する有利な立地条 

    件のもと、平成１７年１１月から分譲を開始し、平成２６年４月１日現在では、    

６１．７２％の分譲率となっています。大和田産業団地は、平成１５年４月から造成

工事を行い、同年６月から分譲を開始し平成２６年４月１日現在では、７９．０１％

の分譲率となっています。 

また、商工業用地として「真岡商工タウン」を平成１２年に造成しており、    

平成１６年１０月に完売、現在２７社が操業し地場産業の発展に寄与しています。 

なお、平成１９年に施行された「企業立地の促進等による地域における産業集積の 

形成及び活性化に関する法律」に基づき平成２５年４月に策定された「新栃木県産業

集積活性化基本計画」では、第５工業団地及び大和田産業団地が特に重点的に企業立

地を図るべき区域に指定されています。 

しかし、長期にわたる景気の低迷や生産拠点の海外シフト、国際分業体制の進展等、

産業構造の変化に伴い、工場再編などを余儀なくされ、工業団地から撤退する企業も

見られます。 

今後も、経済活動のグローバル化などによる国際間競争や地域間競争が激化する厳

しい状況でも対応できる成長力と競争力を備えた企業の誘致と既存企業の定着を促進

し、就業機会の拡大と、製造品出荷額の増大、市民所得の向上、財政基盤の確立が必

要です。 
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（３）施策の展開 

日本有数の内陸型工業団地を背景に北関東３県と首都圏中心部をつなぐ産業・技術

及び物流の「拠点都市」を目指し、第５工業団地と大和田産業団地へ競争力の高い企

業の集積を図るため、積極的に優良企業の誘致を推進するとともに、工業団地立地企

業の定着を促進します。 

   また、真岡商工タウン立地企業等の地場産業については、とちぎ新事業創出事業環

境整備構想に基づき企業の育成を図るとともに、競争力を高めるため、産業財産権の

取得等を支援していきます。 

ア 第５工業団地、大和田産業団地への企業誘致の推進 

イ 工業団地立地企業の定着の促進 

ウ 工業団地立地企業と中小企業との取引拡大の促進 

エ 地元中小企業及び起業家の育成・支援 

オ 高度技術産学官連携の推進 

カ 真岡工業団地総合管理協会及び真岡産業振興会などとの連携強化 

キ 工業用地有効利用の促進（未利用地への企業立地など） 

    

（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

事  業  所  数※１ ２０１社 ２１５社 １４社 

製 造 品 出 荷 額※１ ５,４３４．３億円 ６，６００億円 １,１６５．７億円 

従  業  者  数※１ １３，１１９人 １４，０００人 ８８１人 

第１～第５工業団地、大和田産

業団地への立地企業数※２ 
８７社 ９５社 ８社 

 ※１基準年次は平成２４年版工業統計調査結果報告書による 

 ※２商工観光課調べ 

 

(５) 市民と行政の役割分担 

ア 市民 ・事業者は、行政の工業振興施策に協力するとともに、積極的に地域の

活性化に寄与します。 

イ 行政 ・企業が進出しやすい施策を推進するとともに、企業からの要望等を受

け各企業が活動しやすい環境づくりなどの支援を行います。 
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施策５－４ 観光の振興 

 

（１）施策の目的 

本市の魅力を高め、市外から多くの人々に訪れてもらい、活力あるまちづくりをす

すめます。 

 

（２）現状と課題 

本市の観光は、ＳＬキューロク館や久保記念観光文化交流館、真岡木綿会館、井頭

公園、真岡井頭温泉、あぐ里っ娘、道の駅「にのみや」などの施設、また、一万本桜

まつりや真岡の五大夏まつり（久下田祇園祭・真岡の夏祭り・もおか木綿踊り・灯ろ

う流し・尊徳夏まつり）をはじめとする観光イベントなどに年間約２８５万人の観光

入込客数があります。 

また、観光ネットワーク事業において育成してきた観光まちづくりの担い手である

市民が主体となった活動が活発に行われ、観光まちづくりのロゴマークである「マイ

ネームイズモオカ」で表現している市民主体のまちづくりが進められています。 

今後は、久保記念観光文化交流館周辺地区と真岡駅、ＳＬキューロク館を繋ぐ中心

市街地回遊コース及び井頭温泉や市内文化財などを含めた市内全域を対象とした周

遊コースを広くＰＲしていくことに加え、真岡木綿やいちごを中心とした本市の特産

品、名産品も含めた、観光資源の堀り起こしを進め、市内外に向けて効果的に発信す

る必要があります。 

また、観光まちづくりの担い手である市民の活動に対する支援と新たな担い手の育

成を通じて、観光によるまちの活性化をさらに推進することが必要です。 

さらに、東京オリンピックや本県での国民体育祭の開催に向け、栃木県も含めた広

域観光対策を推進するとともに、真岡市観光協会と連携した観光振興施策の展開が必

要です。 

 

（３）施策の展開 

観光の開発が、地域活性化や経済効果に及ぼす影響は大きいと考えられ、全国各地

で地域おこしによる観光客の誘致運動が展開されています。 

本市においては、ＳＬ、真岡木綿、真岡井頭温泉、尊徳資料館、日本一の生産量を

誇るいちご、市内に点在する文化財などが、大きな観光資源であり、今後は、観る、

食べる、体験するをコンセプトに、ＳＬキューロク館、久保記念観光文化交流館美術

品展示館での芸術鑑賞、木綿製品の機織りや染色体験、いちご狩りなどの体験型観光

の推進を図ってまいります。 

また、真岡の夏まつりを始めとする様々な夏のイベントや一万本桜まつりなどにお

いても、関係団体と連携し観光客と一体となり楽しめるイベントを開催します。 

なお、観光コンシェルジュの活動と連携したまち歩きマップ等を作成し、中心市街
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地における回遊性を高めるとともに、真岡木綿会館や尊徳資料館、各種文化財など、

市内観光資源を結ぶ周遊ルートのＰＲを強化することで、市内全域への誘客を推進し

ます。 

 

ア 久保記念観光文化交流館を拠点とした観光情報発信の強化 

イ ＳＬキューロク館を中心としたイベント等の展開による、「ＳＬの走るまち真 

岡」のイメージアップ及びＰＲの強化 

ウ 真岡木綿の振興 

エ 観光協会と連携した誘客活動の強化 

オ 特産品、名産品も含めた観光資源の掘り起こし  

カ 広域観光と連携した首都圏及び関東近県への観光ＰＲの強化 

キ 観光物産館、あぐ里っ娘、道の駅などにおける販売促進と真岡ブランドの構築 

ク 日本一の生産を誇るいちごの観光資源化 

ケ まち歩きや文化財めぐりなど様々な観光周遊マップの作成 

コ 「観光コンシェルジュ」「モオカの休日」「もおか魅力発見隊」など観光まちづ 

くりの担い手である市民の活動に対する積極的な支援と新たな担い手の育成 

サ 観光ルートの回遊性を高めるための交通手段の検討 

 

（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

(平成２５年度) 

目 標 年 次 

(平成３１年度) 
増 減 

観光客入込客数※１ ２，８４５，３１３人 ３，０００，０００人 １５４，６８７人 

客１人当たりの消費高 

※２ 
１，６８７円 １，８００円 １１３円 

 ※１観光客入り込み客数は、栃木県観光入込客統計調査による 

 ※２客１人当たりの消費高は、「井頭温泉」「井頭温泉チャットパレス」「もおか鬼怒公園ゴル 

フ倶楽部」「真岡市物産会館」の売上高の合計を利用客数で除した数値 

 

(５) 市民と行政の役割分担 

ア  市民  ・市民一人一人が真岡市の問題を自分の問題として考え、担い手として 

観光まちづくの活動を推進します。 

イ  行政  ・観光まちづくりの担い手である市民の育成と、その活動を支援します。 

・観光協会と連携し、観光の振興に努めます。 
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施策５－５ 雇用の安定と勤労者福祉の充実 

 

（１）施策の目的 

勤労者が安心して仕事を続けられるよう、雇用の安定と勤労者福祉の充実を図りま

す。 

 

（２）現状と課題 

平成２５年度の真岡公共職業安定所管内の平均有効求人倍率は０.６９倍と回復傾

向にはあるものの、産業構造の変化や雇用回復の遅れなどにより、依然として厳しい

状況が続いています。 

このため、今後も継続して、第５工業団地や大和田産業団地への新たな企業誘致に 

よる雇用機会の創出と、国・県の事業を活用した雇用対策や真岡公共職業安定所など 

関係機関との連携による雇用の安定が必要です。 

 さらに、労働力人口の高齢化や非正規社員、派遣労働者の増加といった就業形態の 

多様化により、雇用環境は大きく変化しています。 

今後、少子高齢社会の進展に伴い、就労意欲のある高齢者や障がい者の雇用機会の 

創出と女性が安心して子供を産み育てることができる雇用環境の整備が課題となって

います。 

また、勤労者の福祉については、工業団地立地企業では、真岡工業団地総合管理協 

会を通じて企業間の連携を図り、自主的に福利厚生事業を実施しています。 

しかし、企業独自で福利厚生事業の実施が難しい中小企業や事業所もあるため、真

岡商工タウン管理協会や真岡産業振興会などが実施する事業を中心に福利厚生を推進

し、勤労者福祉の向上に努めています。 

今後も、中小企業元気アップ支援事業の推進等により、勤労者福祉の充実を図りま 

す。 

  

（３）施策の展開 

   勤労者の雇用の安定と雇用機会の創出を図るため、国の雇用対策に併せて、真岡公

共職業安定所と連携を図るとともに、第５工業団地及び大和田産業団地への優良企業

の誘致を推進します。 

   さらに、高齢者や障がい者の雇用機会の創出と女性が働きやすい職場環境の整備を

促進します。 

   また、勤労者を取り巻く労働環境は、労働基準法、男女雇用機会均等法、育児・介

護休業法などの改正により、法整備が進んでおりますが、働く者すべてが安らぎと潤

いのある生活ができるよう、勤労者の声を施策に反映させながら、勤労者福祉の充実

を図ります。 
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   ア 新規学卒者を含めた雇用確保の促進 

   イ 国、県の雇用対策事業を活用した離職者に対する雇用の確保 

   ウ 高齢者及び障がい者に対する雇用の促進 

   エ 女性が働きやすい雇用環境整備の促進 

   オ 真岡公共職業安定所等関係機関との連携強化 

   カ 勤労者福利厚生事業の充実及び利用促進 

キ 勤労者懇談会による勤労者の意見・要望の把握 

   ク 勤労者研修交流施設井頭温泉チャットパレスの利用促進 

 

（４）施策の成果目標 

※１就職率は就職者数(雇用期間の定めのないも)／新規求職者 

※２市民意向調査結果による 

 

(５) 市民と行政の役割分担 

ア 市民 ・事業者は、雇用の確保と、従業員の福利厚生の充実に努めます。 

イ 行政 ・工業団地への企業誘致により就労の場を確保します。 

・市の勤労者福利厚生事業の利用促進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指 標 名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

有効求人倍率（管内） ０．６９倍 １．０倍 ０．３１  

就職率（平均）※１ ４８．３％ ５０．０％ １．７ 

完全失業率（全国）参考値 ３．９％ ─ ― 

真岡市は働きやすい環境だと

感じている就労者の割合※２ 
７４．８％ ８２．０％ ７．２ 
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政策６ 市民の知恵と夢で拓くみんなのまちづくり 

 

施策６－１ 消費生活の向上 

 

（１）施策の目的 

   消費生活の安定及び向上を確保するため、主体性のある自立した消費者を育成し、

消費者被害を未然に防止することができるよう消費者の自立を支援します。 

 

（２）現状と課題 

   商品の取引や契約に関するトラブルが年々深刻化し、また、新たな手口による悪質

商法が次々と現れるなど、消費者を取り巻く環境は大きく変化しており、消費生活セ

ンターには、多岐にわたる相談が多く寄せられています。 

   これらの問題に対処するため、消費者への情報提供や啓発活動に努め、消費者が自

らの判断のもと社会の変化に主体的に対応できるよう消費者の自立を支援すること

が課題であります。 

   消費生活は、生活水準の向上に伴い質・量ともに豊かなものとなってきています。

その反面、消費者の利益を侵す各種の問題が増加しています。また、悪質商法や特殊

詐欺などの手口が巧妙化し、誰もが消費者被害に巻き込まれる可能性があります。 

   これらの問題に自らが進んで対応し解決できるよう、消費者の自立を支援していく

ことが必要であります。 

 

（３）施策の展開 

   消費者被害を未然に防止するため、関係機関との連携を図りながら、消費者への情

報提供や啓発活動を推進し、消費生活の安定及び向上に努めます。 

   ア 消費者の意識の高揚と啓発活動の推進 

   イ 広報紙などによる情報提供 

   ウ 消費生活センターの充実強化 

   エ 消費者教育の推進 

   オ 消費者リーダー養成講座受講者への参加支援 

   カ 消費者行政推進協力員との連携強化 

   キ 省資源・省エネルギー型の生活推進 

   ク 関係機関との連携 

    ・国民生活センター 

    ・栃木県消費生活センター 

    ・真岡警察署相談ネットワーク連絡会議 

    ・高齢者見守りネットワーク 

    ・高齢者交通安全等アドバイザー 
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（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

(平成２５年度) 

目 標 年 次 

(平成３１年度) 
増 減 

消費生活に伴う相談件数 ４５６件 ４００件 △５６件 

消費生活に関する講座数 

及び参加人数 

３２回 

１，３３１人 

４０回 

１，５００人 

８回 

１６９人 

消費生活に関する情報が 

十分に得られていると感 

じている市民の割合※ 

３０．１％ ４０．０％ ９．９ 

※市民意向調査結果による 

 

（５）市民と行政の役割分担 

   ア 市民 ・自ら進んで消費生活に必要な情報を収集し基礎的な知識を身につけ、

主体的かつ合理的な消費活動に努めます。 

   イ 行政 ・消費者被害の未然防止や拡大・再発防止のために必要な情報の提供、

消費生活に関する教育の機会の拡充、及び相談体制の充実に努め、 

消費者の利益の擁護及び増進を図ります。 
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施策６－２ 市民協働のまちづくり   

 

（１）施策の目的 

   市民協働のまちづくりを一層進めるため、市民活動や地域活動の支援を通じ、だれ

もが主役であることが実感できる、市民主体のまちづくりを推進します。 

 

（２）現状と課題 

地方分権が進展し、市民、市民団体、事業者と行政がそれぞれの意思と責任におい

て、まちづくりや地域課題の解決に取り組んでいくことが求められていることから、

平成２６年４月に協働のまちづくりの基本的なルールを定めた真岡市自治基本条例を

施行しました。  

協働のまちづくりについては、市内全域で取り組んでいる地域づくり事業やボラン

ティア活動、民間非営利組織（ＮＰＯ）活動への支援などをとおして推進しています。 

地域づくり事業は、福祉づくり、健康づくり、交通安全・防犯・防災、子ども育成

事業などを、自治会、公民館、老人クラブ、子ども会育成会などが中心となって展開

しています。 

   ボランティアやＮＰＯによる活動は、行政施策と関わりの深い社会福祉、保健医療、

教育文化、環境保全、国際交流、スポーツ振興事業などで行われており、市民活動推

進センターにおいて、ボランティアなどに関する情報提供、相談、紹介を行っていま

す。 

   真岡市自治基本条例の基本理念のもと、市民等と行政が一体となって、「だれもが

“ほっと”できるまち真岡」の実現を図るために、パートナーシップの関係づくりを

進め、対等な立場でそれぞれの役割や責務を認識しあい、目標を共有しながら共通の

課題の解決を目指していく必要があります。 

 

（３）施策の展開 

協働に際して、市民等が主体的に行動できるよう配慮するとともに、積極的に参画・

協働する機会の充実を図り、その成果が最大限活かされるよう努めます。 

社会貢献活動を行う団体の健全な発展を促すため、各団体の自主性と創造性を損な

うことなく、その活動を支援していきます。 

まちづくりに関しては、市民、市民団体、事業者と行政が連携を密にして、計画か

ら実施、その評価までを一体となって行っていける体制づくりに努め、連帯感あふれ

る地域社会の実現を図ります。 

   ア 地域社会における各種団体活動への支援 

   イ 個性豊かな地域を創造する自治組織への支援 

   ウ 自治会加入率の向上 

     ・パンフレットや広報紙等による自治会活動の周知 

     ・各種相談窓口等での加入促進 

   エ ボランティア団体・民間非営利組織（ＮＰＯ）への支援 

   オ ボランティア活動等に参加する市民、市民団体、事業者との連携強化 

   カ 市民、市民団体、事業者、行政などの役割と責務の明確化 
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（４）施策の成果目標 

 

指 標 名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

自治会加入率 ７８．２％ ８２．０％ ３．８ 

まちづくり活動に参加してい

る市民の割合※１ 
４３．１％    ５０．０％ ６．９ 

ボランティア団体・民間非営利

組織（ＮＰＯ）の数※２ 
２０１団体 ２２０団体 １９団体 

※１市民意向調査結果による 

※２市民活動推進センターに登録している団体数＋市民活動推進センターで把握してい

るＮＰＯ数＋社会福祉協議会に登録しているボランティア団体数（重複登録を除く） 

 

(５) 市民と行政の役割分担 

ア 市民 ・まちづくりに関する意識を高め、市民活動や地域活動などの公共的 

な活動に積極的に参画するように努めます。 

・市民団体や事業者も、地域活動などに参加し、社会貢献に努めます。 

イ 行政  ・市民等がまちづくりに参画しやすい仕組みづくりに努めるとともに、 

             協働によるまちづくりを推進します。 

              ・市民等が求める情報の提供や、人材や場所の支援に努めるなど、    

市民活動が活発に行われるよう、その環境づくりに努めます。 
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施策６－３ 開かれた市政の推進 

 

（１）施策の目的 

   市民に開かれた市政を目指すため、情報公開や市民への情報提供、広聴事業の充実

を図り、市民参画による市政の推進に努めます。 

 

（２）現状と課題 

   市民への情報提供については、「広報もおか」「市政こよみ」「Weekly News もおか」

の定期発行、情報公開制度の運用、ホームページやケーブルテレビなど様々な方法で

情報を提供しています。 

   また、「市長との話し合い事業」「市長へのメール・手紙」「パブリック・コメント

制度」「市民行政評価」などの幅広い広聴事業を実施しています。 

   市民と行政が一体となって、愛着と誇りが持てる真岡市を創りあげ、より開かれた

市政を実現するため、情報提供や情報公開制度の推進、広聴事業、市民の市政参画の

機会の拡充を図る必要があります。 

 

（３）施策の展開 

   市民の市政参画による地域の特性を生かした魅力あるまちづくりと、より開かれた

市政の実現のために、市民の知る権利を保障し、市民と行政が果たす役割を再確認し

ながら、あらゆる機会をとらえて情報の収集と提供活動を強化し、市民の理解と協力

を求め、市民自らの連帯感とふるさと意識の高揚を図ります。 

ア 読まれ、理解され、行動を起こさせる広報紙の発行 

イ 市長との話し合い事業などの推進 

ウ 市長へのメール・手紙の利用促進 

エ 情報公開制度の推進 

オ 真岡市ホームページの充実 

  ・ＳＮＳの活用※ 

カ パブリック・コメント制度の推進 

キ ケーブルテレビの活用 

ク 各種審議会委員の公募の推進 

ケ 附属機関などの会議の公開 

   コ 行政情報の積極的公表 

 

 

      ※ ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス） 

         人と人とのつながりを促進・サポートする、コミュニティ型の Webサイト 
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（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

市政に関する情報を得られて

いると感じている市民の割合 

※１ 

６３.７％ ８０.０％    １６．３ 

真岡市ホームページへのアク

セス件数（総ページビュー） 
２，１５６，８００件 ２，５００，０００件 ３４３，２００件 

広報紙を読んでいる市民の割

合※１ 
８３.７％ ８９.０％     ５．３ 

市長との話し合い事業参加者

数 
１３７人 ６００人     ４６３人 

市長へのメール・手紙件数 ７９件 １００件      ２１件 

政策立案に参加している一般 

市民の割合※２ 
２３.４％ ３０.０％     ６．６ 

※１市民意向調査結果による 

※２公募委員の割合 

 

(５) 市民と行政の役割分担 

ア 市民 ・行政情報を共有し、積極的に市政に参画します。 

イ  行政 ・市民が市政に関心を持ち、積極的に参画できるよう適宜、適切な行政

情報の発信に努めます。 
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政策７ 効率的で市民にわかりやすいまちづくり 

 

施策７－１ 市民本位の窓口サービスの向上 

 

（１）施策の目的 

窓口事務の効率化を図り、市民が必要とするわかりやすい窓口サービスの提供に努

め、市民の利便性の向上を図ります。 

 

（２）現状と課題 

近年における少子高齢化の進展など、市民を取り巻く社会環境が大きく変化をして

いる中で、市役所窓口は市民にとって最も身近に行政と接する場であることから、よ

り便利で丁寧な対応が求められています。 

窓口での申請や届出などの手続きも複雑化している中、時間を要する申請や手続き

が多くなっています。 

また、外国人住民が総人口の３．６％を占め、平成２４年７月からの住民基本台帳

法の改正に伴い、外国人も住民基本台帳法の適用対象となったことから、転入・転出

手続きや渉外戸籍の受付事務など、時間を要する事案が多くなっています。 

窓口業務においては、待合スペースが狭いうえに、窓口業務が各階や各庁舎に分散

しており、来庁者にわかりづらく、市民が求める各種サービスに効率的に応えること

が難しくなっています。 

窓口サービスの向上の取り組みについては、平成１４年４月から平日の窓口延長業

務を、平成２２年４月から休日窓口業務を開始し、平成２２年１０月からは、県から

の事務移管で旅券の申請受付及び交付事務が加わり、平成２３年１０月からは市民課

玄関前に自動交付機を導入して利便性の向上に努めています。 

今後、窓口サービスの満足度をなお一層高めていくためには、窓口延長・休日窓口

などの業務内容の見直しと併せて、市民課窓口が中心となり、税務、福祉、健康、教

育などの各分野と調整し、新庁舎建設においては、市民の利便性を考慮しながら、ワ

ンストップサービスに向けた対応として、市民課や福祉、税などの主な窓口部門を１

階に集結し、わかりやすく利用しやすい配置とする必要があります。 

 

（３）施策の展開 

高度化、多様化する市民の行政需要に対応するため、次の施策を展開し、窓口サー

ビスの向上に努めます。 

また、窓口を利用する市民に対し、手続きの簡素化や迅速性の向上を図るとともに、

電子申請・届出や自動交付機などの活用により、窓口サービスの利便性の向上を図り

ます。 
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ア 窓口業務に対する市民ニーズの把握 

イ 窓口接遇のさらなる向上 

ウ 窓口延長業務、休日窓口業務の利用促進 

エ 自動交付機利用の拡大 

オ 郵便による申請受付業務の充実 

カ 窓口業務に関係する各分野間の連携による迅速性の確保 

キ ＩＣＴ（情報通信技術）の活用 

ク 新庁舎におけるワンストップサービスに必要な課の配置検討 

 

（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 
(平成２５年度) 

目 標 年 次 
(平成３１年度) 

増 減 

窓口の応対に満足してい
る 市 民 の 割 合 ※ 

８１．５％ ９０．０％ ８．５ 

市民課窓口に来た人の満
足 し て い る 割 合 ※ 

８２．３％ ９０．０％ ７．７ 

※市民意向調査結果による 

 

 (５) 市民と行政の役割分担 

ア ・身近な行政窓口として利用します。 

イ ・窓口事務の効率化と市民本位の窓口サービスの向上に努めます。 
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施策７-２ 組織の適正化と人材の育成・強化 

 

（１）施策の目的 

   少子高齢化の急速な進行や、市民ニーズの多様化などに柔軟に対応できる組織を構

築し、市民とともに行動できる職員・変革を恐れず創造的な仕事ができる職員・前向

きで向上心のある職員・目標達成のために柔軟に対応できる職員を目指すべき職員像

として、人材育成に努めます。 

 

（２）現状と課題 

   地方分権が進展し、一方では厳しい財政状況が続く中、組織機構を見直し、職員数

の削減や質の高い市民サービスの提供に努めてきました。 

高齢者の増加、生産年齢人口の減少に加えて、人口減少社会の到来など、行政を取

り巻く状況は大きく変わり、課題はますます複雑・多様化していきます。このような

中、組織のスクラップ・アンド・ビルド（組織の新設及び改廃）やアウトソーシング

（外部委託）などにより組織の見直しを図り、適切かつ効率的に対応していく必要が

あります。 

今後も、定員の適正な管理に努め、行政評価等を活用し、限られた人員で効果的な

行政運営を行うとともに、職員一人一人が、より一層自己の能力向上に努め、全体の

奉仕者としての意識を常に認識していく必要があります。 

   また、新庁舎建設にあたっては、老朽化している本庁舎や分散している各庁舎等を

統合することにより、市民にとって利用しやすい庁舎を整備するとともに、効率的で

機能的な執務スペースの配置等を検討していく必要があります。 

 

（３）施策の展開 

   組織機構の見直しは、社会経済情勢や行政需要の変化、市民サービスの水準の維持

向上に配慮し、定期的に行います。また、課などの配置については、部制あるいは事

務の関連に配慮しながら、効率性も考慮しスリム化に努めます。 

   また、人事評価制度の活用、研修制度の更なる充実、自己啓発意識の高揚や支援に

より、職員一人一人の能力を一層高め、より質の高い行政サービスを提供できるよう

人材の育成に努めます。 

   ア 組織の見直し 

   イ 行政改革大綱の見直し 

   ウ 定員適正化計画の見直し 

   エ 人事評価制度の効果的な運用 

   オ 職員研修の充実 

     ・芳賀地区広域行政事務組合市町職員研修及び栃木県市町村振興協会職員研修 

等への積極的参加 

     ・市単独研修の充実 
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   カ 自己啓発の支援 

   キ 職場研修マニュアルに基づくＯＪＴ（職場内研修）の推進 

   ク アウトソーシング（外部委託）の推進 

   ケ 指定管理者制度の推進 

   コ 新庁舎建設 

 

（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

(平成２５年度) 

目 標 年 次 

(平成３１年度) 
増 減 

仕事がしやすい組織と感じている

職員の割合 
８９．４％ ９５．０％ ５．６ 

階層別の行動目標、必要な能力・行

動が取れている職員の割合 
９４．２％ ９６．０％ １．８ 

 

（５）計画期間における指標 

区   分 
基 準 年 次 

(平成２５年度) 

目 標 年 次 

(平成３１年度) 
増 減 

市民１，０００人当たりの職員数 ５．８６人 ６．００人 ０．１４人 

研修指定職員の参加割合 ９７．５％ １００．０％ ２．５ 

 

（６）市民と行政の役割分担 

   行政は、主体的に組織のスリム化、効率化を図るために、事務事業の外部委託、指

定管理者制度の一層の推進や、人材育成の充実・強化などに努めていきます。 
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施策７－３ 広域行政・地域連携の充実  

 

（１）施策の目的 

   広域行政・地域連携により、市民に効率的かつ利便性のある行政サービスの提供を

図ります。 

 

（２）現状と課題 

芳賀郡市１市４町は、鉄道や道路網をはじめ国・県の出先機関などをとおして密接

な関係にあり、消防防災体制の確立、環境衛生の充実、教育事務の共同化、産業の振

興、救急医療の充実を図るとともに、ごみ処理施設の広域化を推進し、平成２６年４

月から芳賀地区エコステーションが稼動しています。さらに、防災行政無線移動系デ

ジタル化の整備が進められています。 

   また、後期高齢者医療に関する事務については、栃木県後期高齢者医療広域連合が

行っています。 

   今後も、効率的な行政サービスの提供を図るため、主体的に広域行政や地域連携に

参画していく必要があります。 

 

（３）施策の展開 

   地方分権の進展とともに、広域的に処理した方が効率的である行政分野においては、 

今後も市町の区域を越えた広域的な事業が不可欠となりますので、その充実に努めて

いきます。 

   ア 芳賀地区広域行政事務組合への参画 

   イ 広域的に行うべき事業の調査・研究 

   ウ 栃木県後期高齢者医療広域連合への参画 

   エ 地域連携事業の充実 

   オ 他市町との諸事業の連携強化 

 

（４）施策の成果目標                                    

指 標 名 
基 準 年 次 

（平成２５年度） 

目 標 年 次 

（平成３１年度） 
増 減 

芳賀地区広域行政事務組合により共同

処理している行政サービスの数※１ 
１７件 １８件 １件 

栃木県後期高齢者医療広域連合により

共同処理している行政サービスの数 

※２ 

５ ５ － 

相互協力ができている行政サービスの

数※３ 
３ ３ － 

※１芳賀地区広域行政事務組合規約第３条に規定する事務 

 ※２栃木県後期高齢者医療広域連合規約第４条に規定する事務 

※３防災協定、施設の広域利用、ＳＬの運行 

 

(５) 市民と行政の役割分担 

環境対策や福祉対策など、広域的に処理した方が効率的である行政分野において、

広域行政・地域連携を推進し、連携市町村相互の行政効率を高めていく必要性があり

ますので、行政が主体となって、市町村相互の合意形成を図っていきます。 
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施策７－４ 健全な財政運営 
 
（１）施策の目的 

市民サービスの維持・向上に必要な財源を安定的に確保し、計画的で効率的な行財

政運営を行います。 
 
（２）現状と課題 

自主財源の大幅な伸びは期待できない一方、扶助費など制度上不可避の経費が増加

する状況に加えて、国と地方の歳出削減を中心とする財政構造改革が進められている

厳しい財政状況の中、少子高齢社会に適切に対応するための社会保障関係施策の展開

や、市民生活の向上を目指した社会資本の整備などが求められています。 
   特に、建物や道路及び上下水道など、公共施設の多くは老朽化が進んでおり、それ

ら施設の更新、統廃合及び長寿命化が、今後の大きな課題となってきます。 
このため、行政評価システムなどにより事業の「選択と集中」を徹底し、限りある

財源の計画的かつ重点的な配分と経費の徹底した節減合理化を図るとともに、市民負

担の公平に配慮しつつ、あらゆる角度から財源の確保に努める必要があります。 
 
（３）施策の展開 

財政運営の効率化と財政秩序の適正化に努め、「入るを量りて出ずるを制す」とい

う考え方を基本に、財政の健全性を確保していきます。 
 
   ア 財政運営の効率化 
     ・行政評価システムなどによる事業の「選択と集中」の徹底と事務事業経費の 

節減 
・適正な定員管理による総人件費の抑制 
・指定管理者制度による施設運営の効率化 
・事務事業の民間委託などによる経費の節減合理化 
・補助金、交付金の整理統合 
・繰出金の適正合理化 

   イ 財政秩序の適正化 
・税の公平かつ適正な賦課及び徴収 
・地方分権に伴う税財源などの確保 
・使用料、手数料、負担金などの受益者負担の適正化 
・財産管理の適正化と運用収入の確保 
・後年度負担を考慮した市債発行と債務負担行為設定の適正化 

     ・新地方公会計制度に基づく財務書類の整備と行政経営への有効活用 
     ・公共施設等総合管理計画の策定による公共施設のあり方検討 
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（４）施策の成果目標 

指 標 名 
基 準 年 次 

(平成２５年度) 

目 標 年 次 

(平成３１年度) 
増 減 

実 質 公 債 費 比 率 ７．１％ ６．２％ △０．９ 

経 常 収 支 比 率 ８９．５％ ８６．５％ △３．０ 

財 政 力 指 数 ０．８３４ ０．８４０ ０．００６ 

自 主 財 源 比 率 ５５．１％ ５９．０％ ３．９ 

市 税 の 収 納 率 
（ 現 年 度 分 ） 

９７．７％ ９８．６％ ０．９ 

将 来 負 担 比 率 １０．1％ １３．２％ ３．１ 

人口１人当たり地方

債 残 高 
２９７，００２円 ３１８，２６１円 ２１，２５９円 

 
 
（５）市民と行政の役割分担 
   ア 市民 ・行政サービスに対して、市税、使用料、手数料の納付など、公平で適

正な負担をします。 
   イ 行政 ・行財政改革に努め、行政サービス水準の維持・向上を図るとともに、

財務諸表の公表など、透明性のある財政運営を行います。 
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